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5.8．第 5章 まとめ p110
5.8.1．フィールドワークのデータから構築された説明理論 p110
5.8.2．従来の移民理論を参照しての研究の問い１に対する考察 p113
























































6.7．「Enjoy Beijing Lifeの人になる」 p198
6.8．第 6章 まとめ p200
v6.8.1．従来の異文化社会適応理論を参照しての考察 p200












































































1 天児慧ら編著(2012)『アジア地域統合講座』（全 12 巻）、毛利和子ら編著(2007)『東アジア共同体の構築』（全４巻）
西原春夫(2006)、渡辺利夫(2004)、西口･夏編著(2006)、谷口誠(2004)、進藤栄一(2007)、向山英彦(2005)、関志雄(2005)、
Kharas&Krumm(2004)、山下英次(2010)、岩淵功一(2004)、土佐昌樹ら(2005)、東アジア共同体評議会(2005)、など
2 本論における“トランス・ナショナル”の言葉の規定は、第２章 2.5 に記す。また先行研究におけるトランス・ナシ
















































































業の経営管理者）など 142 名にインタビューと参与観察をして得た、彼らの emic な経験や
考え方のデータから、彼らが「国の枠組み」を超えて、どのように中国に移住し、ビジネ
ス上の異文化な規範などに対峙し問題を克服しているか、彼らのトランス・ナショナルな
6 2010 年 10 月 25 日号の米国 Time 誌に、「就職難にあえぐイタリア人の若者たちが、キャリアの充実（働きがい）を
求めて、中国やドバイに移住し起業する」様相がルポ・ライティングされている(pp.36-39)。本研究でもこうした意思を
持つ、世界各国から中国に越境してきた多数の若者たちに遭遇している（本論の第 7 章 7.3.3 を参照）。
国際移住者研究においては、21 世紀に入ってからの新移民として、”SIE: Self-initiated expatriate”,“Life-style
Migration”を鍵概念とした研究があり、「先進国社会から新興国、または田舎社会へ」という国際移動者に関心が高ま







7 朝日新聞は 2010 年 9 月 5 日から 3 日間、1 面トップ記事枠も使い「向龍時代 和僑になる」の報道企画を行ない、
堀内(2010)の修士論文も一部引用して和僑現象について描いた。読売新聞でも 2011 年 1 月 1 日から 7 日正月報道企画
で和僑現象を描いた。NHK では 2011 年 1 月 11 日のクローズアップ現代で「チャイナドリームを追いかけて」をはじ
めとし、「アジアに花咲け なでしこたち」をシリーズ化して、和僑経営者のドキュメンタリー番組放映をしている。



























































































13 図 2-1 は、水上徹男(1996:82)にある図を一部修正して、筆者が作成した。
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図表 2-2 Berry の「文化受容ストレズ」モデル図21










20 Berry の４つの適応の型など、異文化適応に関する基本用語は、『異文化コミュニケーション辞典』(久米ほか編, 2013:
182-192)が詳しい。
21 図表 2-2 は、Berry(1997:15)を引用。Berry の「文化受容ストレス」モデルについては、孫怡（2013）の博士論文「在
日中国人留学生の異文化適応に関する研究 パーソナリティ特性の視点から」も参照。
22 図表 2-3 は、中井好男(2009:173)、『中国人就学生の学習動機の変化のプロセスとそれに関わる要因』(阪大日本語研



























































































































































































































































































移民（Migrants）との比較で認識されていること」を研究の問いとして、SIE に関連する 100 以上の文献にあたって
SIE に関する知見を整理している。

















































新華社のサイト、http://www.xinhua.jp/socioeconomy/economy/381368/ を参照。（2014 年 5 月 14 日アクセス）















し描いた。（下記の図表 2-5 ならびに、堀内:2010,2012 を参照。また、本論の第 5 章 5.2 に
拡大図を載せてある）
図表 2-5 中国に渡り起業する日本人起業家のキャリア・ライフヒストリー










































































1970 年以降生まれの彼・彼女らの「誕生期・成長期（1970 年代～90 年代前半）」には、
親や親戚の働く姿をみて「勤勉に働くことで、日本の明日は今日よりも、右肩上がりでも
っと豊かになる」というキャリア意識が形成されるが、就職・転職期(1990 年代後半以降)
46 日本政府観光局作成の「世界各国、地域への外国人訪問者数」のグラフを見ると 2012 年時点で、米国と中国は両方
とも年間 6 千万人前後で拮抗しているのがわかる。日本は年間 800 万人で 33 位、韓国よりも少ない。グラフは、第 4



















































































































































































48 世界華商大会の参加人数は、人民網日本語版 http://j.people.com.cn/94476/8159710.html を参照。和僑世界大会
の参加人数は NHK News WEB、http://archive.today/kc3o7#selection-33.0-33.18 を参照した。NHK によれば、アジ
































ように、結果として 2009 年から 2013 年にかけて合計 1 年半の中国居住生活をし、中国在













































































表 3-1 を参照：箕浦 1999:4 から引用）























































経営者（自発的エクスパトリエイト）ら 200 名以上と接触し、参与観察と 60 名の
インタビュー活動を行なった。
＃２：2012 年 9 月～2011 年 2 月までの半年で、重慶大学・国際学院に語学留学した。




























＃３：2012 年 2 月～2013 年 7 月までの半年で、北京清華大学・人文社会科学学院に





































































a-e ならびに g-l について、日本で就職（バイト含む）に就いてからのライフ・ヒストリ
















ティブ)を得た。（4 ページ後に載せた図表 3-3 を参照）
60 名はすべて自発的移住者で、「1-a 既に起業:40 名」、「1-b 起業を検討している現地採用
30
日本人:10 名」、「1-c 起業を考えていない現地採用日本人:10 名」である。
起業をした人にインタビューをしているうちに、「私は元々は、社長になろうなんて考え
る人種ではなかったんですよ。成行きで社長業を始めたんですよ」という回答が複数から
発見されて、上記の 1-b と 1-c のカテゴリーを追加して分析した。
本研究のきっかけとなった『和僑 15 人の成功者が語る実践アジアの起業術』（渡辺賢一､















ラティブ）を得た。（4 ページ後に載せた図表 3-4 を参照）






76 名の日本人ビジネスパーソンの年齢的な内訳は、1940 年代生まれが 3 名、1950 年代が
11 名、1960 年代が 21 名、1970 年代が 31 名、1980 年代が 10 名である。


























































57 穴田義孝 編著(1989)『日本人再考 in China: 日本人と中国人の国民性比較』（人間の科学社）に、当時の中国社会の
様相と、筆者を含む日本人学生 90 名が感じた文化の相違性などについて、400 ページにわたり記述されている。調査団






















以上のデータセットを基に、「第 4 章 本研究のフィールドについて（歴史ならびに文化・
制度の規範）」、「第 5 章 トランス・ナショナルな日本人アントレプレナーの出現」、「第６
章 日本人エクスパトリエイトたちの中国ビジネス運営」、「第 7 章 トランス・ナショナ
ル化する中国の大都市での日本人移住者たちの生活」、「第 8 章 むすび」を記述し論じて
いく。
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図表 3-3 2009 年‐2010 年 上海・深センでのインフォーマント・リスト
誕生年 来中時期 所在 最初の立場 中国での経歴 最初の起業 現在の立場
1 女 1973年頃 0年 医療技術者 1993年 上海 語学学校 医療技術者・ｼｮｯﾌﾟ経営1995年 医療技術者・ｼｮｯﾌﾟ経営
2 女 1970年代前半3年くらい 一般企業 1996年 上海 語学学校 転職数回→カフェ経営 2005年 ネットショップ経営
3 女 1971年 3年くらい 一流企業 1997年 上海 語学学校 広告会社社長 2005年 広告会社社長
4 女 1972年 10年 貿易ほか転職 2001年 上海 語学学校 日系企業 2007年頃 貿易BPO社長
5 女 1973年頃 7年 マスコミ 2002年頃 上海 語学学校 転職数回 NA ﾌｧｼﾘﾃｨBPOﾏﾈｰｼﾞｬｰ
6 女 1973年頃 6年くらい 転職を数回 2004年 上海 語学学校 日系→香港系転職 NA BPOｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
7 女 1977年頃 7年 一流企業 2007年 上海 語学学校 日系食品会社 NA 食品会社営業企画
8 女 1980年頃 3年 一流企業等転職 2009年 広州 語学学校 語学留学中 NA (語学留学中）
9 女 1970年代前半？？ ？？ 1990年代 上海 語学学校 複数転職・起業 1996年頃 ｸﾞｯｽﾞ販売店経営
10 女 1974年 3年ぐらい 製造業 1997年 広州 語学学校 製造業 2007年 製造業BPO経営
11 女 1975年頃 3年くらい 一般企業 1997年 上海 語学学校 転職数回 NA 法律事務所経理ｽﾀｯﾌ
12 女 1980年頃 5年くらい ﾃｷｽﾀｲﾙ数社 2003年頃 上海 語学学校 ﾃｷｽﾀｲﾙ事業立上げ NA ﾃｷｽﾀｲﾙ所長
13 女 1970年代前半10年 マスコミ 2004年 北京 語学学校 広告会社ｶﾒﾗﾏﾝ 2009年 ﾌｫﾄｸﾞﾗﾌｧｰ事務所社長
14 女 1983年頃 2－3年 一般企業 2006年頃 上海 語学学校 雑誌社 NA 雑誌社営業
15 女 1985年 0年 NA 2007年 上海 語学学校 IT会社総務 NA IT会社総務ｽﾀｯﾌ
16 女 1977年頃 8年くらい 一流企業等転職 2008年 上海 語学学校 転職数回 NA 電子部品会社所長
17 男 1977年頃 5年くらい 一般企業 2003年 広州 語学学校 製造業ほか転職 2007年頃 ｴｱｺﾝ保守会経営
18 男 1971年 9年くらい 一流企業等転職 2004年 広州 語学学校 転職数回 2008年 ﾌｧｯｼｮﾝ小物卸販売社長
19 男 1978年頃 5年 一流企業等転職 2007年頃 広州 語学学校 電子部品品管ﾏﾈｼﾞｬｰ NA 電子部品品管ﾏﾈｼﾞｬｰ
20 男 1980年頃 2-3年 一般企業 2007年頃 広州 語学学校 ｻｰﾋﾞｽ会社 NA ｻｰﾋﾞｽ会社営業
21 男 1980年頃 5年くらい 一般企業 2008年 広州 語学学校 広告会社 NA 広告会社営業ﾏﾈｰｼﾞｬｰ
22 男 1975年頃 2-3年 一般企業 2000年 上海 語学学校 転職数回 2006年 旅行代理店社長
23 男 1973年 4年 ITﾍﾞﾝﾁｬｰ等転職 2002年 上海 語学学校 転職数回 1973年 日本料理屋社長
24 男 1974年 7年くらい ITﾍﾞﾝﾁｬｰ等転職 2003年 上海 語学学校 起業数回 2004年 人材・旅行代理店社長
25 男 1978年頃 3年くらい 一般企業 2003年 上海 語学学校 転職数回 2005年 製造業300人社長
26 男 1975年頃 7年くらい 一般企業 2003年頃 上海 語学学校 ｻｰﾋﾞｽ会社 NA ｻｰﾋﾞｽ会社営業
27 男 1986年 0年 高校生 2004年 北京 語学学校 部品会社 NA 電子部品会社所長
28 男 1978年頃 10年くらい(実家）雑貨製造業 2004年頃 上海 語学学校 転職数回 2005年頃 ネット通販会社社長
29 男 1977年頃 一般企業 2005年 上海 語学学校 旅行代理店ほか NA 旅行代理店ﾏﾈｰｼﾞｬｰ
30 男 1980年 3.5年 一流企業 2005年 上海 語学学校 物流会社 NA （日本に修行帰国）
31 男 1983年頃 0年 大学生 2005年 上海 語学学校 電子部品会社の営業 NA 電子部品会社営業
32 男 1980年頃 3年 転職を数回 2007年 上海 語学学校 転職数回 2007年 BPO社長
33 女 1970年頃 10年くらい華道師範 2005年 上海 中国で起業 華道師範・ﾌﾗﾜｰｼｮｯﾌﾟ 2004年 ﾌﾗﾜｰｱﾚﾝｼﾞ経営
34 女 1972年頃 10年くらいTV番組制作会社 2005年 北京 中国で起業 番組制作ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ 2005年 TV番組制作社長
35 男 1977年 10年くらいﾀﾚﾝﾄ 1998年 上海 中国で起業 ﾀﾚﾝﾄ 2007年 ﾀﾚﾝﾄ
36 男 1973年頃 10年くらい板前 2003年 上海 中国で起業 小料理屋店主・板前 2003年 日本料理屋店経営
37 男 1970年 10年くらい建築設計技師 2004年 北京 中国で起業 建築設計会社立上げ 2004年 建築会社社長
38 男 1977年頃 (主に海外）（日米中間でﾋﾞｼﾞﾈｽ）2004年 香港 中国で起業 起業と会社勤務 2001年 IT企業社長
39 男 1970年頃 10年以上 一流IT企業 2005年 上海 中国で起業 ソフト開発会社設立 2005年 IT企業社長
40 男 1974年 5年くらい 一流企業他転職 2005年 北京 中国で起業 起業2回 2004年 調度品製造販売社長
41 男 1970年代前半20年近く IT企業ｵﾌｼｮｱ開発 2005年頃 福建 中国で起業 IT企業社長 2005年頃 IT企業社長
42 女 1972年 0年 大学生 1995年 広州 中国国営企業就職製造業に転職 2002年 浄水製造販売社長
43 男 1981年 0年 料理学校学生 2002年 広州 中国国営企業就職茶芸師 2002年 中国茶卸販売社長
44 女 1970年代前半20年近く 製造業 2005年 広州 中国派遣 BPOｾﾝﾀｰ幹部 NA BPOｾﾝﾀｰ幹部
45 女 1972年頃 10年くらい一般企業 2005年 上海 中国派遣 転職数回 2008年 BPO社長
46 男 1983年頃 1－2年 IT系 2003年 上海 中国派遣 転職数回 2009年 IT企業社長
47 男 1973年 3年 ｽﾎﾟｰﾂ選手・ｺｰﾁ 2005年 上海 中国派遣 ｱﾊﾟﾚﾙ製造社長 2005年 ｱﾊﾟﾚﾙ製造社長
48 男 1977年頃 数年 海外放浪と転職数回2005年頃 上海 中国派遣 転職数回 2008年 貿易関連BPO社長
49 男 1975年頃 1年 TV番組カメラ技師 2008年 広州 中国派遣 テレビ技術者 NA テレビ技術者
50 女 1972年 7年 化学部品ほか転職 1995年 北京 中国派遣(立上げ） 起業3回 2004年 日用雑貨製造卸社長
51 男 1972年 7年 化学部品 1996年頃 香港 中国派遣(立上げ） ITほか複数起業 2003年 複数の事業社長
52 男 1972年 5年 製造業 2003年 上海 中国派遣(立上げ） 2年で起業 2003年 日式ﾗｰﾒﾝ社長
53 男 1982年 3年 ﾃﾞｻﾞｲﾝ会社 2005年 上海 中国派遣(立上げ） ﾃﾞｻﾞｲﾝ会社 2005年 ﾃﾞｻﾞｲﾝ会社社長
54 男 1980年頃 5年 一流ITで4社転職 2009年 上海 中国派遣(立上げ） IT企業事業開発 NA IT企業事業開発
55 男 1970年頃 15年 一流小売ほか 2006年 香港 香港人と結婚 保険の営業会社 2006年 保険代理店社長
56 女 1980年頃 3年くらい 一般企業 2005年頃 広州 香港で就職 製造業ほか転職 2007年頃 ｴｱｺﾝ保守会社社長
57 男 1975年 5年 一流企業 2003年 香港 香港で就職 人材会社 2005年 人材ｺﾝｻﾙ社長
58 男 1978年頃 3年 電子部品の営業 2005年 香港 香港で就職 電子部品の営業 2008年 BPO社長
59 男 1973年 6年ぐらい 一流企業ほか転職 2005年頃 香港 香港で就職 転職数回 2009年 金融コンサル社長







本研究では、「既に起業している人 40 名」に加え、「これから起業する意思が強い人 10 名」と「起
業する意思が弱い人 10 名」の 20 名も加えて、起業する前の人々が持つ意識も捉えながら、彼らが
どのような意識や経験を経て起業していくのか、総合的・横断的に観察した。
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1 男 1977年 5年 水商売、金融ほか 2008年頃 北京 語学学校 学校運営ほか人材Biz 2009年 学校運営ほかBPO 内資経営者 中国人妻
2 男 1966年 7年 商社で中国対応 1996年 北京 駐在員 立上げ(商社） 商社・BPO・物流 2001年 物流 内資経営者 日本・在中
3 男 1980年 あり 0年 学生のﾊﾞｲﾄ 2004年 北京 語学学校 病院ｽﾀｯﾌ・BPO・通販 2007年 通販ほか 内資経営者 中国人妻
4 男 1955年 21年 ｺﾝｻﾙ総研 2002年 上海⇒北京 駐在員 立上げ(ｺﾝｻﾙ） ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ 2002年 ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ 外資経営者 日本・日本
5 男 1977年 5年 音楽ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ 2006年 上海⇒北京 駐在員 立上げ（販売) 映像ﾒｰｶｰ、映像配信など 2006年 ﾒｰｶｰ、映像配信など 外資経営者 **
6 男 1969年 0年 学生のﾊﾞｲﾄ 1991年 北京 語学学校 飲食店 1993年頃飲食店 内資経営者 **
7 男 1960年 11年 製薬会社 2001年 北京 駐在員 立上げ(販売) ﾒｰｶｰ医薬 2007年 医薬品販売 外資経営者 日本・日本
8 男 1980年 10年 商社で中国対応、中小企業診断士2013年 北京 駐在員 地域専門家研修 地域専門家研修 NA 地域専門家研修 NA 日本・在中
9 中国 男 1973年 4年 法律事務所 2004年 北京 法律事務所 法律事務所 NA 弁護士 幹部ｽﾀｯﾌ 中国・中国
10 男 1971年 あり 6年 商社で中国対応ほか 2010年 北京 翻訳会社 立上げ(BPO） 翻訳会社 NA 翻訳会社 外資経営者 中国人妻
11 男 1949年 10年ほど ﾒｰｶｰで中国対応 1981年 上海⇒北京 駐在員 立上げ(販売） ﾒｰｶｰ販売、印刷 1994年 印刷 内資経営者 **
12 男 1965年 10年ほど 人道支援NGO、人材Bizほか 2000年 北京 駐在員 立上げ(BPO） 学習塾、環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ 2000年 環境・福祉ﾋﾞｼﾞﾈｽ 内資経営者 日本・在中
13 中国 男 1990年 NA NA NA 黒竜江省⇒北京 IT起業家 立上げ（IT) IT起業家 2012年 IT起業家 内資経営者 **
14 男 1962年 あり 15年以上 商社で中国・欧米対応、中小企業診断士2002年 香港⇒北京 駐在員 商社 NA 商社 外資経営者 日本・日本
15 男 1977年 あり 3年ほど 旅行会社・BPO(実家は飲食） 2001年 北京 起業 飲食を複数店舗・投資 2001年 飲食を複数店舗・投資内資経営者 **
16 男 1968年 あり 14年 ﾒｰｶｰ勤務後に中国系IT企業 2005年 北京 中国企業社員 IT、翻訳 2011年 翻訳会社 内資経営者 **
17 男 1967年前後 5年ほど ﾒｰｶｰで中国対応 1989年 香港⇒北京 駐在員 立上げ（販売) ﾒｰｶｰ医薬 NA ﾒｰｶｰ 外資経営者 **
18 男 1954年前後 15年以上 ﾒｰｶｰで中国・欧米対応 2000年頃 北京 駐在員 ﾒｰｶｰ製鉄 NA ﾒｰｶｰ 外資経営者 日本・日本
19 女 1978年 ＊＊ 旅行代理店 ＊＊ 北京 語学学校 旅行旅館業 NA 旅行旅館業 現地採用 **
20 男 1972年 14年ほど ﾒｰｶｰ、通販 2009年 北京 駐在員 立上げ(販売） ﾒｰｶｰ調理器 NA ﾒｰｶｰ 外資経営者 **
21 男 1977年 7年ほど ITﾍﾞﾝﾁｬｰ、OAｻﾌﾟﾗｲ 2007年頃 北京 駐在員 立上げ(販売） ﾒｰｶｰOA、Bar経営 2011年 Bar経営 内資経営者 **
22 中国 男 1985年前後 NA NA NA 北京 IT起業家 IT起業家 2010年頃IT起業家 内資経営者 **
23 男 1950年 あり 25年以上 金融で中国対応 1995年 中国各地 駐在員 立上げ(金融） 金融 NA 金融 外資経営者 **
24 女 1967年 20年ほど ﾏｽｺﾐ編集 2009年 北京 駐在員同伴 ﾗｲﾀｰ編集 2009年 ﾗｲﾀｰ編集 ＊＊ 日本・在中
25 男 1963年 15年以上 広告、物流 2003年 大連 駐在員・合資 立上げ(BPO） 物流 2008年 物流で独立 内資経営者 中国人妻
26 女 1976年 4年ほど 派遣会社事務など 2002年 北京 語学学校 ﾗｲﾀｰ編集 NA ﾗｲﾀｰ編集 ＊＊ **
27 男 1969年 10年ほど ﾒｰｶｰ2社 2003年 北京 駐在員 立上げ(工場） ﾒｰｶｰ医薬 2007年 ﾒｰｶｰ医薬 内資経営者 中国人妻
28 中国 女 1985年前後 2年 流通店舗 2008年頃 北京 駐在員 立上げ(流通） 流通、ﾒｰｶｰ医薬 NA ﾒｰｶｰ医薬 幹部社員 **
29 男 1974年 0年 大学院生(東洋思想） 2004年頃 北京 語学・大学院 ﾗｲﾀｰ編集 NA ﾗｲﾀｰ編集 外資経営者 日本・在中
30 女 1975年前後 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ 日本語教師 NA 日本語教師 ＊＊ 日本：在中
31 女 1967年 5年前後 ﾏｽｺﾐ、出版 1998年頃 石家荘⇒北京 中国人と結婚 旅行旅館業、通訳 2000年前後旅行旅館業、通訳 内資経営者 中国人夫
32 男 1985年 9年 ｺﾝｻﾙ 2013年 北京 駐在員 地域専門家研修 地域専門家研修 NA 地域専門家研修 NA **
32 男 1985年前後 9年 ｺﾝｻﾙ 2013年 北京 駐在員 地域専門家研修 地域専門家研修 NA 地域専門家研修 NA **
33 女 1985年前後 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 北京 語学学校 保育園スタッフ NA NA NA **
34 男 1958年前後 15年以上 旅行航空 ＊＊ 北京 駐在員 旅行航空 NA 旅行航空 外資経営者 **
35 中国 女 1987年前後 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 北京 現地採用 ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ NA ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ 幹部社員
36 男 1961年 15年以上 広告、編集、映像、ITｵﾌｼｮｱ 2004年 大連⇒北京 駐在員 立上げ(BPO） 映像、ITｵﾌｼｮｱ NA 映像、ITｵﾌｼｮｱ 外資経営者
37 男 1970年 6年 建築 2002年 北京 駐在員 立上げ(建築） 建築 2004年 建築 外資経営者 日本・在中
38 男 1961年前後 15年以上 旅行旅館業(日系・米国系） 2004年 北京 駐在出向 技術指導 旅行旅館業 NA 旅行旅館業 合資経営指導**
39 男 1947年前後 15年以上 ﾒｰｶｰ生産管理、欧州勤務など 2000年 ＊＊ 駐在員 生産品質管理 ﾒｰｶｰ NA 外郭団体 幹部 **
40 女 1974年 10年 派遣会社事務など 2006年 北京 語学学校 人材Biz、会計 NA 会計事務所 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
41 女 1961年 20年 ﾏｽｺﾐ・ｱﾅｳﾝｻｰ 1993年 北京 中国企業社員技術指導 ﾗｲﾀｰ・ｱﾅｳﾝｻｰ NA ﾗｲﾀｰ・ｱﾅｳﾝｻｰ ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
42 女 1972年 0年 学生のﾊﾞｲﾄ 1994年 北京 語学学校 通訳、ﾒｰｶｰ、ｺﾝｻﾙ 2002年 ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ 内資経営者 日本：在中
43 男 1972年 14年 大学院理工系 1998年 北京 大学院 研究員 ｺﾝｻﾙ・環境 2005年 ｺﾝｻﾙ・ﾘｻｰﾁｬｰ 外資経営者 **
44 男 1977年 4年ほど 法律事務所弁護士 2003年 北京 駐在出向 地域専門家研修 JICAで中国政府派遣 NA 法律事務所 内資経営指導日本・日本
45 男 1974年 6年 不動産会社で役員秘書など 2002年 北京 語学留学 金融、ｺﾝｻﾙ、旅行、貿易 2005年 ｺﾝｻﾙ、旅行、貿易 内資経営指導日本・在中
46 女 1950年 23年 水商売。Bar経営など 1991年 北京 中国企業 雇われ店長 Bar経営 2005年 Bar経営 内資経営者 **
47 男 1973年前後 16年 ＊＊ 1996年 上海⇒中国各地 語学学校 現地作用 ＊＊ 旅行業 内資経営者 **
48 Half 男 1975年 あり 5年以上 85年で日本。大卒後に米国・シンガポールなど2005年 北京 起業 起業(人材Biz) 人材Biz 2005年 人材Biz 内資経営者 **
49 男 1978年 あり 10年ほど 国家公務員 2010年 北京 駐在員 日本国家公務員 NA 日本国家公務員 NA **
50 男 1982年前後あり 7年ほど ﾏｽｺﾐ報道 2012年 北京 駐在員 ﾏｽｺﾐ報道 NA ﾏｽｺﾐ報道 NA 日本・在中
51 男 1975年頃 ＊＊ ＊＊ 2003年頃 北京 大学院 研究員 金融経済学教授 NA 中国国立大の教授 NA 日本：在中
52 男 1978年 0年 飲食ｻｰﾋﾞｽ、学生ﾊﾞｲﾄ多数 2003年 天津⇒北京 語学学校 起業(飲食） パン屋 2004年 パン屋 内資経営者 **
53 男 1950年代半ば ＊＊ ﾒｰｶｰ電子研究員 ＊＊ 北京 駐在員 技術指導 ﾒｰｶｰ研究所長 NA ﾒｰｶｰ電機 外資経営者 **
54 男 1960年前後 15年以上 ﾒｰｶｰ化学研究員 2006年 北京 駐在員 技術指導 研究所長 NA ﾒｰｶｰ化学 外資経営者 **
55 男 1950年前後 20年以上 広告 2000年頃 ＊＊ 駐在員 技術指導 研究所長 NA 広告 ＊＊ **
56 男 1965年前後 15年以上 外資金融、ﾗｰﾒﾝ 2010年頃 北京 ＊＊ 起業(ﾗｰﾒﾝ） ﾗｰﾒﾝ 2010年頃ﾗｰﾒﾝ 内資経営者 **
57 男 1960年 あり 10年ほど ﾒｰｶｰ電子、ｿﾌﾄ開発ほか 1994年 北京 ＊＊ 起業(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） ISP、PCﾒﾝﾃ 1994年 PCﾒﾝﾃ、ISP 内資経営者 日本・在中
58 男 1943年 10年 商社で国内営業、中国貿易 1976年 北京 駐在員 立上げ(商社） 商社、ｲﾍﾞﾝﾄ、ｺﾞﾙﾌ 1996年 商社、ｲﾍﾞﾝﾄ、ｺﾞﾙﾌ 内資経営者 **
59 男 1980年代 5年程度 法律事務所弁護士 2012年 北京 駐在員 法律事務所 NA 法律事務所 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 日本・在中
60 男 1950年代 15年以上 銀行、通信、中小企業診断士 2010年 北京 駐在出向 立上げ（通信） 合資企業総経理 ＊＊ 合資企業総経理 合資経営者 **
61 男 1966年 あり 10年以上 生保、香港と米国の生保 2005年 北京 駐在出向 技術指導 内資技術指導 NA 金融 内資技術指導**
62 男 1976年 3年ほど 旅行業 2002年 北京 語学学校 飲食を複数、ｺﾝｻﾙ 2003年 飲食を複数、ｺﾝｻﾙ 独資経営者 **
63 女 1975年前後 8年ほど 派遣会社事務など 2005年頃 北京 語学学校 翻訳、会計監査 NA 会計事務所 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
64 男 1975年前後 ＊＊ 会計事務所 ＊＊ 北京 会計監査 NA 会計事務所 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
65 女 1980年前後 ＊＊ 企業の経理 ＊＊ 北京 駐在出向 技術指導 合資企業の経理 NA 合資企業の経理 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
66 男 1980年前後 ＊＊ 企業の経理 ＊＊ 上海⇒北京 駐在員 流通業の経理 NA 流通業の経理 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
67 男 1973年 8年ほど 建築設計を数社 2004年 北京 駐在員 立上げ(建築） 建築 2008年 建築 外資経営者 **
68 男 1980年前後 ＊＊ IT企業の法務 ＊＊ 北京 駐在員 撤退担当 IT企業 NA IT起業家企業 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ **
69 女 1960年代 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 北京 中国企業社員日本語教師 日本語教師 NA 中国国立大学 日本語教師 **
70 男 1950年代 ＊＊ 日本語教師 ＊＊ 北京 中国企業社員日本語教師 日本語教師 NA 中国国立大学 日本語教師 日本・在中
71 女 1960年代 ＊＊ 日本語教師 ＊＊ 北京 中国企業社員日本語教師 日本語教師 NA 中国国立大学 日本語教師 日本・在中
72 女 1970年代 ＊＊ 国家公務員 ＊＊ 北京 駐在員 ＊＊ NA 日本国家公務員 NA **
73 ** 女 1956年 あり 15年以上 商社で中国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ2004年 大連⇒北京・瀋陽 起業 起業(人材Biz） 人材Biz 2004年 人材Biz 内資経営者 **
74 男 1958年 あり 10年ほど IT情報処理 1979年 上海⇒中国各地 語学学校 BPO(製造請負）、通訳ほか1996年 BPO(製造請負）、通訳内資経営者 **
75 中国 女 1978年前後 ＊＊ 大学院留学生 ＊＊ 北京 大学院 研究員 社会学研究員 NA 中国国立大の教員 NA **
76 男 1974年前後 6年ほど IT営業、ｺﾝｻﾙ、中小企業診断士2002年 天津⇒北京 起業 起業(ｺﾝｻﾙ） ｺﾝｻﾙ、人材Biz 2002年 ｺﾝｻﾙ、人材Biz ＊＊ **
77 女 1972年前後 15年以上 地方公務員 2012年 北京 駐在員 日本地方公務員 NA 日本地方公務員 NA **
78 男 1960年前後 15年以上 国家公務員で地方も。欧米に駐在2008年 瀋陽・北京など 駐在員 日本地方公務員 NA 日本地方公務員 NA **
79 女 1968年前後 2年ほど ＊＊ 1991年 上海⇒北京 駐在員 日系企業、中国系企業、ﾌﾞﾛｶﾞｰNA 中国系企業、ﾌﾞﾛｶﾞｰ NA 中国人夫
80 女 1970年前後 2年 企業の営業 1992年 四川⇒北京 語学学校 飲食、ﾏｽｺﾐ 1994年 飲食、ﾏｽｺﾐ 内資経営者 **
81 女 1976年前後 6年ほど ﾏｽｺﾐ報道ｱﾅｳﾝｻｰ 2004年 北京 語学学校 ｱﾊﾟﾚﾙ、人材Biz、ｺﾝｻﾙ、ﾌﾞﾛｶﾞｰほかｱﾊﾟﾚﾙ、人材Biz、ｺﾝｻﾙ、ﾌﾞﾛｶﾞｰほか
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63 図表 4-1 は、「21 世紀中国総研」のサイト、「中国の外資受け入れ状況と日本企業の進出」（稲垣清:2004)より引用。
2000 年までは、独資よりも合弁企業が多い。
http://www.21ccs.jp/kenkyu_seika/shinshutsu_kigyou/kaisetu_inagaki.pdf (2014 年 6 月 13 日アクセス)
64 図表 4-2 は、「世界経済のネタ帳」の「人民元/円の為替レートの推移」より引用。1981 年頃には、「1 元＝150 円」く
らいであったのが、1986 年には 50 円、1994 年頃には 15 円以下に下がっている。
http://ecodb.net/exec/trans_country.php?type=WEO&d=ngdpd&g=XE （2014 年 6 月 13 日アクセス）
なお、上記は「人民元/円」の対比であるが、「農林中金総合研究所」のサイトの、「新興国ウオッチ！＜第 9 回＞」に








































65 図表 4-3 は、朝日新聞デジタルサイト、http://www.asahi.com/articles/ASG1N3QXKG1NULFA005.html
(2014 年 1 月 20 日の記事)を引用。
66 中国の新中間層の人口は、イオン銀行のサイトを参照。データは日本経済産業省「通商白書 2009」よりとある。
http://www.aeonbank.co.jp/investment/special/2011_0705/02.html (2014 年 6 月 11 日アクセス)
新車販売台数は、時事ドットコムを参照。2013 年では、中国 2098 万台に対し、米国 1560 万台、日本 537 万台と、新
車販売の市場規模は世界ダントツであり、日本の約 4 倍の市場に成長している。
http://www.jiji.com/jc/graphics?p=ve_int_china-car-newsales (2014 年 6 月 13 日アクセス)
67 図表 4-4 は日本政府観光局作成。日本は 8,358 人で 33 位。中国を訪れる外国人と比べると 7 分の 1 の規模。












への派遣者数は 13 万 6705 人（全
体の 59%）であり、そのうちの
























































































1990 年代に、多数の日系企業が中国進出したが、図表 4-1 で示したように、半数以上が
中国企業との合資企業の形態で中国ビジネスを開始しているが、こうした「単位(DanWei)
制度」などの規範が色濃く残った状況で進出したと捉えられる。




















ークをしていた 2012 年、CCTV が放映していた連続ドラマ『温州一家人』は、36 話を通じて夫婦と 2 人の子供、4 人
それぞれが貧困の村落農村から飛び出し、苦労して上海や北京、イタリアなど世界を股にかけての起業家になる、温州
人のビジネス哲学のドラマが描かれていた。


















ようになっている(図表 4-6)。第 5 章で取り上げる、1970 年代以降生まれの、日本人アント
レプレナー（Self-Initiated Expatriates：SIE）らは、こうした時代に生まれ育つ。

















模倣していく方向とは別の、Japanese-Pop な音楽や洋服・小物ファッションが 1980 年の
前後から発達していった。
こうして、日本経済が「あしたは今日よりもっと豊かになる」というように向上してい
った。ひとりあたり GDP でみれば、図表 4-7 からみると、1970 年頃は米国の 40%程度で
あったのが、1978 年頃には 80%程度にまで追いついているのがわかる。その後、若干下降
しているが、1988 年頃には米国を追い抜き、1995 年頃には 150%程度になっている。また、
図表 4-8から、大卒初任給も 1970年から 1992年頃まで一直線に上昇しているのがわかる。







































































78 図の日米の一人当たり GDP 動向は、日本経済新聞(2008 年 1 月 1 日)より引用した。なお、2008 年以降は日本経済
研究センターの試算値が掲載されている。日本の経済成長率が米国と比べ相対的に低下すれば、2020 年には、再び 1970


















80 図表 4-9 は、大前研一(2006:45)より引用。
81 図表 4-10 の中位年齢表は、三神万里子(2003:21)より引用。
49
バブル経済時代には事業拡張・多角化路線で管理職ポストがどんどん増えていったが、
































＜140 冊の「日本人論」から考察する、「日本人 vs 欧米人の規範」＞
飯田史彦(1998)は、戦後から論じられてきた「日本人論」に関する文献について、140 冊
以上にかかれた「日本人的」と「欧米人的」の文化・気質・規範に関する、鍵概念の類型























(第 2 章 2.3 参照)と、Swidler(1986,2001)の「道具箱(ツールキット)としての文化」の理論






























83 第 2 章 2.2 に、「アパルトヘイト時代の南アフリカでは、現地従業者の非白人が、雇用主や行政担当官などの白人から、
同化(Assimilation)を強制させられた」（水上徹男,1996:69-82）の同化（Assimilation）のケースを紹介したが、ここで
いう日本的な職場づくり（工場や店舗運営など）は、これに近いイメージを指す。また、ここでは３つの職場のタイプ











2. ビジネス規範の契約法総則は、WTO 加盟前の 1999 年にようやく制定された
3. 地方自治体ごとに、開発特区特別法などがあり、法運用規範、法そのものが異なる。
4. 司法制度も、地方自治体によって異なる。地元優先主義。。











































































































つ、地獄や輪廻転生、「罪と恥」などの伝統意識を『Guilt and Sin in Traditional China』
(1967)に分厚い記述をしている。Eberhard(1967)には、多くの善書から、「人がしてはいけ












































































































































92 世界銀行は 2014 年４月 29 日に、2014 年末には中国が米国を追い抜いて、中国が GDP（購買力平価ベース）世界第















































93 ドキュメンタリー映画『女工哀歌（China Blue）』(2005 年、監督:ミカ･X･ペレド）が、女工たちの過酷な労働を映
している。
59

























































と描かれているが、本調査(2009 年から 2014 年以降)におこなった調査では少し様相が変わ



















94 世界華商大会の参加人数は、人民網日本語版 http://j.people.com.cn/94476/8159710.html を参照。和僑世界大会
の参加人数は NHK News WEB、http://archive.today/kc3o7#selection-33.0-33.18 を参照した。NHK によれば、アジ
















































































こうして、香港和僑会と深セン和僑会の月例会に参加することとなり、2009 年 5 月と 6
月に香港・深センまで出向いて、200 名を超える和僑たちに出会った。そのほとんどが 20
歳代 30 歳代であった。深センの和僑会では、「起業家スペシャル いかにして起業するの
か！」というタイトルの講演会が、深センの最高級ホテル、シャングリラの屋上の豪華な
レセプション・エリアで開かれた。

























なお、本章の内容は、この堀内弘司(2010,2012)が基にした 2009 年-2010 年のフィールド
ワークのデータをもって主に記述する（本論第 3 章の図表 3-3 のインフォーマント・リス
トを参照）。後の 2 回のフィールドワーク、2012 年 9 月から 2013 年 1 月、2013 年 2 月か












年から 2005 年までの日経 225 の株価チャート図である。日本経済ならびに社会が「右肩上
がり」であった時代と、「下降していく」という時代というイメージを合わせ描いた。


































































図表 5-1 耐久消費財の普及98 図表 5-2 大卒公務員上級の初任給99
1970 年代以降は、家計所得が大きく急上昇している様相が図表 5-1 からわかる。1966 年
には大卒公務員上級の初任給は 2 万円だったが、1971 年には倍の 4 万円。1976 年には 8
万円と、5 年ごとに倍々になっている。まるで近年の中国のようである。1986 年には 12 万
円だったが、1991 年には 18 万円を超え、ここでも 5 年間で所得が 1.5 倍となっているの
がわかる。また図表 5-2 からは、彼・彼女らが生まれた 1970 年には、ほとんどの家電・耐
久消費財が、両親たちの勤勉な勤労によって各家庭に普及していたのがわかる。
上述の所得推移は日本円での推移であって、米ドル換算するともっと急速なものになる。
円ドルの為替推移は、1971 年に 360 円であったが、1975 年には 300 円、1985 年のプラザ
97 本節は、堀内弘司(2010,2012)の内容を要約引用し、一部データを書き加えている。
98 図表 5-1 の「耐久消費財の普及状況」は、大野健一(2005:193)より引用。大野は 2003 年内閣府のデータを元に作成。
99 図表 5-2 の「大卒公務員上級の初任給変遷図」は、人事院統計局の情報を元に筆者作成。堀内弘司(2010)を参照。
66
合意の頃は 250 円、1995 年には 100 円を切るまでに円の価値は上がった。
図表 5-3 は、一人当たり GDP を米ドル換算して









このように、70 年代 80 年代は、「明日は今日よりも、もっともっと豊かになる」と日本
人の誰もが信じる社会であった。日本企業は、世界的に評判の高い工業品を世界に輸出し、

















図表 5-4 から見れるように、1960 年代に海外旅行に行く日本人は本当に限られた人だけ




100 図表 5-3 の日米の一人当たり GDP 動向は、日本経済新聞(2008 年 1 月 1 日)より引用した。なお、2008 年以降は日
本経済研究センターの試算値が掲載されている。日本の経済成長率が米国と比べ相対的に低下すれば、2020 年には、再
び 1970 年頃と同様の 50%まで、日本の一人当たり GDP は下降する試算である。





































































（2013 年調査 Hana：30 代女性）
北京や上海で見かける中国人 OL は、男勝りにバリバリ働いて、アフター・ファイブの食
事や買い物を楽しんでいる。どこか、1990 年前後の東京でよくみかけた風景と重なる。





































































（須藤みか、2007:104-114 より引用 1964 年生まれの女性）
実際に働いてみると、月の 3 分の１は出張だったという。健康や安全面はアーイーさん(お
手伝いさん)に見てもらえる。しかし、宿題や学校行事はそうはいかない。子供の休みに合





















































































































2000 年の日本の中位年齢は 41.1 歳で、韓国の 31.8 歳と比べるとかなり高い。世界平均で
は 26.4 歳であるから、世界的には大卒後数年で世の中の中位ポジションに立った役割が求
められるが、日本においては、40 歳過ぎまで待たなければならない社会であると、三神
(2003)は指摘する。2010 年に日本の中位年齢は 44.4 歳になるが、中国社会では 34.6 歳と
10 歳も差がついており、米国は 36.3 歳で 8 歳の差がついている。日本社会では、44 歳に
なっても係長になれない時代が到来していることを示している。














わずか 1 年で中国のさまざまな都市に 10 店舗も出店する成功をした「70 後(1970 年代以
降生れ」の起業家と出会った。そのライフストーリーをインタビューしていると、経営者
らしく明快に理路整然とお話をしてくださるのに、最初に就職した大手企業での就業につ
111 図表 5-6 は、図表 4-10 の再掲。三神万里子(2003),p.21 より引用。















































図表 5-8 就職氷河期世代の「５つの階層 」115

















また、本論の 2009-2010 年調査では、IT ベンチャー企業出身者が 3 名いた。
1970 年代以降生まれの「70 後」の世代には、一世を風靡した堀江貴文氏（1972 年生）、




トで「ベスト・ベンチャー100」118に選ばれた代表取締役 46 人の年齢は、1969 年以前生ま
れは僅か 2 人であり、1970－1974 年生まれが 11 人。1975－1979 年生まれが 19 人。
1980-1984 年生まれが 11 人。1985 年以降生まれが 2 人であった。本研究が着目した和僑
115 図表 5-8 は、ダイヤモンド社(2007)の pp.67-69 を引用して、筆者作成。
116 派遣契約社員にも 2 タイプある。一流企業の一般職で短大卒後に就職し、業務スキルがあって、望みどおりの就業先
を選ぶのが可能な契約社員。2 つ目は、きつい仕事で酷使されるだけの契約社員。ここでは前者について述べている。
117 久野康成(2007)も、『できる若者は 3 年で辞める！』の中で、「キャリア志向の強い若者は、キャリアが積めないと思
うや否や転職を決意してしまう」(pp.24-25)と論じている。同様の議論が、城繁幸(2006)、ダイヤモンド社 2007)、森田
英一(2006)によって論じられている。
118 「ベスト・ベンチャー100」のサイト http://best100.v-tsushin.jp/it/ （2014 年 6 月 12 日アクセス）
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（2009 年調査 Taka:30 代男性）
本研究では、上記のような 30 代の調理師に 2 名会っている。また、日本で工場経営をし
ていたが、発注元からの低価格要求がどんどん厳しくなり、日本の工場を売り払って、中














































































































人数では、60 名の調査対象者のうち、中国語学学校に入ったものが 32 名と半数を超える。
香港に就職口を求めたものが 6 名。会社命令で中国ビジネスを立上げた後に、スピンアウ
ト(辞職)したものが、11 名。日本で修行してキャリアを積んだ職人（建築デザイン、IT 開




と考えられる。なおこの 5 人のうち、2 人は一度日本に戻り就職した経験を持つ。残り 3 名は日本国内でのキャリアは





1) 中国語学留学のケース 32 名
2) 香港で就職のケース 6 名
3) 日本からの短期派遣赴任終了後に離職し中国移住するケース 11 名










R２：いまさら、米国行って MBA とって意味があるんですか。MBA ホルダーになっても
サブプライム危機後の金融業界に高給取りの転職を求めるのは無理でしょう。































32 名の男女内訳は、男女とも 16 名で半々であった。なお 2000 年までに中国語学学校入

















































を抜いて首位となっている127。1 位中国 2,565 人、2 位アメリカ 2,298 人、3 位韓国 1,467 名、
4 位イギリス 706 名である。中国を目指すものが 19%で、米国を目指すものが 17%という計
算になる。過去から溯ってみると、中国を目指す学生たちが急激に増えている。















127 文部科学省の報告。1 位中国 2,565 人、2 位アメリカ 2,298 人、3 位韓国 1,467 名、4 位イギリス 706
名。http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/09/07090416/002.htm（最終アクセス日：2010/12/4）
128 日本の対中貿易額は 2004 年に対米貿易額を抜き首位となったが、2006 年を見ると対中貿易の割合が
20.3%で、対米貿易が 17.4%である。大学間協定による留学者の動向と数値が近似しているのは興味深い。
なお、2009 年では対中が 23.4%で対米が 13.5%、この差はさらに拡がっていくと見られている。
http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/5050.html （最終アクセス日：2010/12/4）




































































































なお、「東京の 13 万円」と「上海の 1 万元(13 万円)」の価値が、為替計算上は同じであ
るが、購買力(PPP)ベースでまったく異なるというのが興味深い。筆者の 2009 年上海生活













中国では 3 千万円もあれば、店舗を 10 店舗持つ計画も可能。
（2009 年調査 Hitoshi：30 代男性）
東京であれば、都内の場末で小さなラーメン店を出すにも 1 千万円では足りない。3 千万
円あったとしても、1 店舗を出すのがせいぜいで、複数店舗を最初から出す計画を持つ人は
少ないだろう。それが中国では、複数店舗展開のスタートアッププランが立てられるとい
131 この計算感覚は、当時、朝日新聞の北京支局にいた記者にも合点がいっている。朝日新聞 2010 年 9 月 6 日朝刊 3 頁
に取り上げられた。2009 年当時は、円と元の為替相場が、13 円程度であった。2014 年は 18 円程度となっているのと、










































図表 5-9 は、中国の中間所得者の推移図である。2009 年には中間所得者層(世帯年間可処
87
分所得が 5 千～3 万 5 千米ドル)が約 5.5 億人であるが、これが 2020 年には 9.9 億人に達す
ると予測されている。中国の経済成長は、この発表後に上方修正されている為、もっと伸
びが早いと思われる。またこの数値は名目 GDP での計算で、物価(購買力平価:ppp)を換算
していない。中国の為替が 4 倍程度、購買力平価からずれているという計算でいえば、5 千








変える 100 人の日本人」、2009 年には米国ニューズウイーク誌の「世界が尊敬する 100 人















132図表 5-9 は、イオン銀行のサイトより引用。データは日本経済産業省「通商白書 2009」よりとある。
http://www.aeonbank.co.jp/investment/special/2011_0705/02.html (2014 年 6 月 11 日アクセス)
133 図表 5-10 は、朝日新聞デジタルサイト、2014 年 1 月 20 日の記事より引用。






となって、中国雑誌『新周刊』の“2008 年度 最優秀娯楽番組司会者賞”に輝き、2010 年
の上海万博の特別記念番組ではメイン司会を務めた。中国新聞『人民日報（国際版：環球





























レビ番組で紹介されている。『情熱大陸』（2008 年 1 月 13 日、毎日放送）、『クローズアップ現代』（2011 年 1 月 17 日、
NHK）、『地球テレビ エル・ムンド』（2011 年 4 月 12 日、NHK BS1）、『ワールドビジネスサテライト』（2011 年 8 月
26 日、テレビ東京）、『NHK スペシャル』（2012 年 1 月 1 日、NHK 総合）、『サンデーモーニング』（2012 年 1 月 22 日、
TBS）、『NEWS アンサー』（2012 年 3 月 6 日、テレビ東京）、『ニッポン創造』（2012 年 7 月 21 日、日本テレビ）、『ガ










地採用される日本人の初任給も 1 万元くらいから始まっていた。為替計算をすれば 1 万元
(2009 年当時)は 13-14 万円程度である。トヨタ、パナソニック、森永乳業、NTT データ、
三井住友海上、地方新聞の記者、航空会社などの大企業出身者の 20 歳代に、フィールド調

















（2009 年調査 Haru：20 代男性 I は筆者。）
月に 7 千元(2009 年当時で約 10 万円)を貯金に回す人もいるという。香港で個人向け金融
コンサルタントをやっている人に、25 歳から月に 5 万円を積立貯蓄していったらどうなる
か試算してもらった。9%程度のローリスク商品をベースにして計算をしたら、60 歳の時点










を含めて凡そ 700 元から 1000 元くらいで中国人学生は生活していて、日本人の留学生も
1000 元くらいでの生活に馴染んでくる。住居の方は、上海の復旦大学の近くの不動産屋、
ならびに上海の人民広場駅から 4 駅くらい離れた近辺で、40 平米で 2 千元ほどの物件が多
数見つかった。2 人でシェアルームすれば、住居費は１千元となる。彼・彼女らの生活費１
千元と住居費１千元を足して、月に 2 回程度ぜいたくな支出を 500 元くらいするとして、
合計で 2500 元となる。日本人向けの求人情報誌をみると、中国語ができる日本人の初任給
は 1 万元くらいから始まる。この 1 万元から 2500 元を引いた 7500 元近くの金額が余剰金
として貯蓄される。中国元と日本円の為替比率は 13-15 円くらいであり、10 万円近くが貯
金される計算になる。
日本にいる 20 歳代で毎月 10 万円を貯金できる人は少ないであろう。彼・彼女らは、中
国で相当な可処分所得を得られる就業にありついた、ということになる。






た貯金と日本から持ってきた金額と併せて 150 万円～200 万円くらいになる。日本では 200
万円では起業できないが、中国では 50 万円でもいろいろなことができる創業資金となる。


















139 2009-2010 年調査の主な調査対象者は、起業後に何年か経っている人を選んだ。概ね 2006 年以前に起業し、経営が
安定している人をスノーボール式で選んだ。2010 年時点で 150 万円未満で誰もが起業できたという意味ではない。
140 本節は、堀内弘司(2010,2012)の内容を要約引用し、一部データを書き加えている。
141 中国進出する日系企業の管理者の問題について、石田英夫(1999)、市村真一(1998)、白木三秀(2005)、園田茂人(2001)、


































(2009 年調査 Haru：20 代男性)
を持たず、中国語も話せない 40 歳代を赴任させて、中国人従業員から反感を買ったり、文化摩擦やコミュニケーション･
ギャップから、時には労働争議を起こすこともあると述べている。







































































































































































































































































































































































（2009 年調査 Maki：30 代女性）
彼女は、次の起業の際には 50 万円で起業したという。50 万円の小額であれば、起業に失
敗しても人生をやり直しできる。






















































をして中国に戻り、わずか 1 年の間に 2 号店、3 号店と出すものもいる。
『上海ジャパニーズ』(須藤みか:2007)に紹介されている吉田綾子(1974 年生まれ)さんは、


















（2009 年調査 Hitoshi：30 代男性。30 歳まもなくで起業。）
2005 年は、上海で大規模な反日デモ運動が起こり多くの日系企業が中国ビジネスから撤






152 『上海ジャパニーズ』（須藤みか:2007）の pp.132-144 を参照。
153 味千ラーメンは熊本市が本拠点のラーメン店。日本では 102 店舗に対し、中国では 70 都市で 398 店舗を展開。中国
ではニューリッチ層に人気があり、スターバックス、ピザハットに続き、デートコースの人気店舗の 3 位が味千ラーメ
















































































いう。深セン人の起業経験は 10%を超えるという。起業後 1 年以内に廃業をするものは 3 割で、7 割は継続して事業を
続けていると読み取れる。知人が起業して倒産しても、51.3%の上海人が「再挑戦を期待する」という回答したという。






































Ｒ２：東京のマクドナルドの給料は、米ドル換算で時給 10 ドル、上海は 1 ドルで
すよ。香港も台北もソウルも 3 ドルだという。せめて 5 ドルに戻ればいい
けど。円為替のレートが 170 円くらい。そういう金融政策、為替の誘導操
作を日本政府がやるとは思えない。利益だせないですよ。







































































































































































160 和僑会は、筆者の 2009 年のフィールドワークでは、香港、深セン、上海だけであったが、その後に北京、大連、広
東、東莞と中国に広まった。また、東南アジア各都市に移住した 30 歳代の自発的エクスパトリエイトが中心となって、
ホーチミン、ハノイ、プノンペン、シンガポール、クアラルンプール、ジョホールバル、バンコク、ヤンゴン、ジャカ
ルタ、セブ島と設立されている。2013 年度の和僑世界大会では 1000 人を超える和僑経営者が集う規模になった。東洋
経済 Online（2013 年 12 月 6 日）参照。 http://toyokeizai.net/articles/-/25471 (2014 年 6 月 15 日アクセス)
161 茨城県上海事務所のサイトに、中国人のアントレプレナー気質が紹介されてる。上海人の 5%が起業経験を持つとい
う。深セン人の起業経験は 10%を超えるという。起業後 1 年以内に廃業をするものは 3 割で、7 割は継続して事業を続
けていると読み取れる。知人が起業して倒産しても、51.3%の上海人が「再挑戦を期待する」という回答したという。（記








































































































































論では 2012-2013 年調査の 76 名のインフォーマントを追加して分析を試みたが、堀内弘司























































2014 年 6 月 14 日放映の、NHK「クローズアップ現代 ものづくり潮流に異変、日本人
技術者たちアジアへ」では、中国本土に大きな製造拠点を持つ台湾の鴻海（HongHai）に
国際転職をした、元シャープや日立製作所の LED 技術開発者らについてのドキュメンタリ






























































ものであって、「東京で 13 万円の所得」と「上海で 1 万元(13 万円)の所得」では、為替調
整の4倍くらいの差を考慮すると相当に豊かな所得生活ができる(本論の5.5.1の③を参照)。







































































第 6 章 日本人エクスパトリエイトたちの中国ビジネス運営










































































76 名の日本人ビジネスパーソンの年齢的な内訳は、1940 年代生まれが 3 名、1950 年代
が 11 名、1960 年代が 21 名、1970 年代が 31 名、1980 年代が 10 名である。




















































166 中国の ADR の実情は、住田尚之(2011)の「中国における ADR 制度の研究」が詳しい。

























































































































筆者は、1984 年に初めて 10 日間の上海・蘇州を旅行169をした。1984 年代の中国は、日




































もが変化する中で、さまざまな矛盾した体制（法秩序や慣行）が併存する社会である。（本論の第 4 章 4-5 の注釈を参照）
169 社会調査団の一員として 1984 年に中国訪問した。調査結果は、穴田義孝 編著(1989)の 400 ページに編纂されてい
る。
170 『在中日本人 108 人の それでも私たちが中国に住む理由』(2013)、ならびに『日中関係は本当に最悪なのか―政治
対立下の経済発信力』(2014)には、中国でビジネスをする日本人エクスパトリエイトたち自らの投稿記事が編纂されて














































































171 Billion Beats の意味は「10 億人の鼓動」ということで、「日本人がみつけた 13 億分の１の中国人スト
ーリー」とサブタイトルがサイトにつけられている。「ビジネスの転機にあった３人の中国人」は、





























































































































172 この「おいしいパン屋」を営む和僑経営者のビジネス・ライフ・ヒストリーは、Billion Beats の「なんとなく起業、
本気で経営、ベーカリー＠天津」にも掲載されている。http://www.billion-beats.com/category/bakery-tianjin/
また、NHK－E テレ『グローバルな人～世界で生きる“処方箋”～「中国×パン屋×起業家 羽深剛志」』（2014 年 8
月 23 日放映）でも、彼をクローズアップしている。http://www4.nhk.or.jp/P3234/3/
また、この日本人コンサルタントのいう「中国における労務管理のポイント」は、Chase China & Asia に紹介されて
いる。 http://chasechina.jp/author/writer36 （2014 年 8 月 28 日アクセス）
173 この建築デザイナーの著述『中国的建築処世術』（彰国社、2014）には、中国でビジネスをするうえでの処世術が具
体的に記載されている。産経ニュース(2014 年 3 月 23 日)が書評を記してもいる。





























































































































































































学 4 年生（当時 21 歳）に個別指導を受け、彼女の友人たち 10 名と交流を深めた。彼女た
ちのほとんどが重慶市の農村出身者で、小学生のときに同年代の子どもたちで小学校に通
わない子どもたちが村にはいたという。2005 年に義務教育の大改革があり、子どもを抱え
る家庭は、1 人当たり年に１万元(1 元 15 円とすると、15 万円)を支給する、という制度が
できたらしい。子どもが 2 人いれば 2 万元である。それまで、子供に農作業を手伝わせて
いたり、働きに出させていた家庭では、相当な収入になる。これによって、「重慶市では、
すべての子どもが学校に通うようになった」と言っていた。また深センで 2012 年に会った









174 農村の若者たちの生活は、莫邦富(2009)、「忘れてはならない 農村の「80 后」たち」（日経ビジネス・オンライ
ン 2008 年 12 月 11 日記事）にその一面が描かれている。










































（R1、R2、R４は 2009 年の深センで。R3 は 2013 年の北京での調査で）
135





















































90 年代は「はじめて 100 元札を見た」っていう従業員が多かったですね。





































































































（R１は 2009 年調査 R2 は 2013 年調査）
175 nippon.com サイト。「特集 日中関係の現場で本当は何が起きているのか 「中国に骨を埋める覚悟」―イトーヨー























































































R：こっちのラインが、１分間で 10 枚。あっちのラインが 1 分間で 5 枚のライン。
上級ラインにいくと、お給金が上がりますから。出来高が下がると降格になり
ます。みんな、わき目もふらず一生懸命にやります。








































































R：優秀な営業幹部の 2 人には、1.2 万元。自由に使える営業接待費も含めて、
143
多めに渡してます。他にも高給取りが 5 人います。わたしは安く雇わない。
わたしの持論は、3 千元の給料のやつは 3 千元分の仕事しかやらない。1 万元
渡すと 10 万元、100 万元の仕事をする。(1 元 15 円として、1 万元は 15 万円)
(2013 年調査 1970 年代後半生れ男性 映像機器販売会社総経理)
2009 年調査で聞いた、名門大学の上海復旦大学の卒業生の初任給は 3 千から 5 千元くら
いだと聞いたから、1.2 万元は相当な給料である。将来は会社を分けて 2 人に継承させて総

























だって払わなくていい。さっきの 2 人の 1 人は、独立して経営をやって、
「経営者って大変なんだよ」ってわかった人。もう１人は同じ業界で中国企業
に転職して、マーケティングも覚えて、中国のマネジメントを覚えて戻って














































176 古田茂美(2005)の「第 2 章 華人ネットワーク」を参照・引用した。また、濱下武志(2013)「華僑経済と民間金融」、
『華僑・華人と中華網』、ならびに華人経営研究（CMMS）の濱下武志氏の講義資料を参照。


































最初の 1 日 2 日はいいんですよ。だけど、習慣ないですから。化粧しないと、
私が怒るわけですよね。いま、考えるとひどい話なんですけど。女の子たち
が一斉に辞表届を出してきて。・・・。つらかった。

















































































ほかの経営者にも聞いたが、「辞めさせるのは、辞めていく 30 人に 1 人かな」といった
語りが複数聞こえてきた。
177 このインフォーマントをクローズアップした Billion-Beats 記事「第 8 回 人事制度づくりに悩む！」も参照し記























































































































































































(2013 年調査 1970 年代後半生れ男性 映像機器販売会社総経理)















































































































































































































































のトラブル処理の根幹となる契約法総則は 1999 年、WTO 加盟前にようやく制定された。
労働者を守る労働契約法は 2008 年にようやく制定された。2000 年に大学の法学部に入学
























用者とテナントを増やしている。日本人の Tokyo Panda さん(1984 年・東京生れ)は、2005
年に中国の医大に入学し、その後に中国でファッション・ブロガーとなって、多くの中国
人若者たちのファッション・消費に影響を与えているが、こうしたファッション・ブロガ
179 ADR は裁判外手続きのこと。中国の ADR の実情は、住田尚之(2011)の「中国における ADR 制度の研究」が詳しい。

































180 Tokyo Panda は、『《80 后・90 后》中国ネット世代の実態』(2013)の書籍の中で、大きな経済成長の中で生まれ育ち、
インターネットを消費にも情報収集にも駆使している、中国の若者たちの生活像を描いている。
Tokyo Panda のブログは、http://ameblo.jp/tokyopanda-blog/ (2014 年 9 月 3 日アクセス)
181 「花印」は、http://leehi.blog85.fc2.com/blog-entry-189.html を参照。また、北京和僑会のサイトも参照。



































































































R２：25 人に１千元のコストが毎月余計にかかるとすれば、2 万 5 千元の経費アップに






















http://www.tohmatsu.com/jp/1c468c9e3125f210VgnVCM3000001c56f00aRCRD.htm （2014 年 9 月 1 日ｱｸｾｽ）







































の自由というところがあるらしい。月に 1 万元を稼ぐにしても、1 社から 1 万元をもらった
ら、相当な社会保険料がかかるらしい。だから、複数の会社から 3 千元ずつ稼ぐ。または、















































































































































に起因する反日ムードなどで「客足が 4 割減になった」と何人もが吐露した。しかし、4 割
も客足が減ったら倒産するだろうと思い、ある Bar を経営するマスターに聞いたところ、































































国企業で何が？ ～日本式経営ブームの陰で～」（2014 年 7 月 21 日放映）では、稲盛和夫
氏の『生き方 人間として一番大切なこと』(2004)が、中国で 150 万部以上のベストセラ
ーとなっている現象についてドキュメンタリーをしている。同書籍は日本では 2004 年に発






















187 “稲盛イズム”は、稲盛経営 12 か条、http://www.kyocera.co.jp/inamori/management/twelve.html を参照。
188 NHK の「クローズアップ現代 いま中国企業で何が？～日本式経営ブームの陰で～」（2014 年 7 月 21 日放映）、
http://www.nhk.or.jp/gendai/kiroku/detail02_3532_all.html , http://jinnsei62.blog.fc2.com/blog-entry-178.html を参
照引用。 中国では稲盛和夫氏の『生き方』は「『活法』、『成功への情熱』は『活法２』、『人生の王道 西郷南洲の教え
に学べ』は『活法３』として発刊され、それぞれがベストセラー入りしているという。http://diamond.jp/articles/-/9173







































と考察』は、在中の日系企業 100 社と大学生 300 名のアンケートと、経営トップ 25 名へのインタビューから、在中の
日系企業の「利他的価値観」の精神がどのように従業員や中国社会で受容されるかなどの調査・考察を行なっている。
http://bj-jcbiz.sakura.ne.jp/wordpress/wp-content/uploads/2012/12/Thesis_of_Master_Degree2009-05-20Japanese.p









































































































































（2013 年調査 70 年代前半生まれ 中国人法律家。I は筆者）



















































































いう意識は、おそらく中国人に聞いたら 10 人中 9 人くらいは納得すると思うんです
よね。


































































































































192 図表 6-2 は、李宗吾・尾鷲卓彦(1998:96)より引用。古田茂美(2005:80-85)、陳天璽(2001:182)も参照した。















































少しできる 43.0%、日常会話レベル 26.2%、ビジネスレベル 11.7%、母国語レベル 3.1%、

































































































199 産業能率大学国際経営研究所が 2007-2008 年に行なった在中日系企業の調査では、「課長は“中国人が中心”が 62%
で、“半々”は 6%」、「部長は“中国人が中心”が 47%で、“半々”は 12%」とある。“半々”を加味すれば、課長は 65%、
部長は 53%と捉えられる。在中日系企業では、“部課長とも中国人が過半数を超えている”と、現地化がかなり進んで
いると捉えられる。http://www.sanno.ac.jp/research/pdf/cstaff2008.pdf （2014 年 9 月 9 日アクセス）




























































帰国したら席がなかった。41 歳で海外派遣駐在をすれば、45 歳で帰国してもまだ 60 歳の
定年退職まで 15 年はサラリーマンをするというのが、90 年代の時代であった。「海外で一
旗あげて、帰国したら本社の花形部署で退職まで十数年を再度モーレツに頑張る」という
帰国後のキャリア・モチベーション(働きがい)の意識をもって、海外派遣中は頑張った。
しかし、2005 年を超える頃から、早期退職制度で 50 歳で希望退職できる企業も増えて







































岩崎克幸(2009:11-19)をみると、北京・天津に在る日系企業 102 社の 2008 年末から 2009
年初頭にかけてのいくつかの様相が観察できる。
＜岩崎克幸(2009:11-19)から読み取れるいくつかの様相＞
① 従業員規模は、10 人以下 30 社、11-30 人 24 社、31-100 人 17 社、100 人以上 31 社
⇒北京は、上海や深センと異なり工場が少ない。よって従業員規模は小さめが多い。
営業も上海が多く、北京は情報収集（公共案件、共産党の動向など）などが目的
② 1970 年代に進出 4 社、80 年代 10 社、90 年代 22 社、2000 年代 67 社。
⇒2000 年以降進出が過半数
③ 日本人の在職者は、1 人が 16 社、2-5 人は 48 社、6 名以上が 29 社、0 人が 8 社
⇒0 人が 8 社あるが、公共案件を営業する特命の中国人社員だけの会社など
④ 回答者の滞在年数は、1-3 年 34 名、3-5 年 21 名、5-10 年 11 名、10 年以上 14 名
⇒なお 1 年未満 4 名、中国人の回答 15 名が含まれる。
5 年以下が 59 名で多いが、5 年以上も 25 名いる。
⑤ 企業トップ(部長職以下は除く)58 名のうち、初めての海外赴任が 28 人でほぼ半数
⇒海外赴任 2 回目が 13 人、3 回以上が 15 人もいる。
⑥ インタビュー回答者 25 名のうち、独資企業 11 社、合資企業 6 社、事務所など 8 社







り、本論の 4 章 4-1 の図表で示したように合資企業の立ち上げで、中国の国有企業の幹部
や一般従業員との対立が多かったことが予想される。岩崎克幸(2009)の 2008 年末調査では、
合資企業の比率が少ない。また 2000 年以降に進出した企業が半数以上と多く、1999 年の




































































































































































201 この「現地化」というエッセイは、松野豊氏の「カイシャの中国人 ー 組織現場で垣間見る中国人のリアリティ—」
の連載記事のひとつ。http://www.billion-beats.com/kaisyanochinese/1195/ （2014 年 7 月 30 日アクセス）
191
トップ以外の日本人派遣社員はかえって増えたという事実もあるが、いわゆる
















































系 IT 企業に 10 年、日本の大手 IT 企業に 10 年勤めてきた。米国系 IT 企業では、例えば









































































































本研究のフィールド調査で出会った、中国進出後に 10 年以上経過する日系企業の、4 代
目 5 代目の駐在派遣管理者の中には、職場の中で「浮いている」と思われる様相の管理者
も散見した。先代の駐在派遣管理者の前までに、第二フェーズでさまざまな生産ルールや


























JTB の本社役員が中国法人の総代表、三井住友銀行の常務が中国法人の社長、三菱 UFJ 証
券ホールディングスの本社役員が中国法人の総支配人、などである203。
日本最大の総合電機メーカーである日立製作所は、2014 年 6 月 9 日に「2015 年度の中
















203 中国日本商会は、1980 年に設立された「北京日本商工クラブ」を母体とした日系企業の団体で、1991 年に中国政府
初の外国商工会議所として認定された組織。http://www.cjcci.biz/public_html/index.html （2014 年 6 月 10 日ｱｸｾｽ）
各社の本社と中国法人の役付きは、2014 年 6 月にインターネットで各社のサイトで調べた。
204 日立製作所ニュースリリース http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2014/06/0609a.html 、
人民網 http://j.people.com.cn/n/2014/0610/c94476-8739217.html を参照引用。（2014 年 6 月 10 日ｱｸｾｽ）
205 日経ビジネス・オンライン 2013 年 7 月 10 日記事を参照引用。
http://business.nikkeibp.co.jp/article/interview/20130705/250742/?rt=nocnt （2014 年 6 月 10 日ｱｸｾｽ）
206 BCN BizLine 2011 年 11 月 27 日記事。





































































































































て、4 千年の歴史を持つさまざまな地域や民族の中華料理を Enjoy することができる。
それと、1990 年代の駐在派遣者と境遇が異なるのが、50 歳や 55 歳で希望退職制度をす
る企業が 2005年以降に増えたということだ。1990年代に 45歳で駐在派遣を命じられても、























れば退職金の積み上げがある大手企業もいくつかある。電気メーカーの S 社では、55 歳か
ら早期退職ができ、1 年早く辞めると 1 千万円を積み上げしてくれるという。55 歳で辞め
208 白木三秀（2012）には、「海外派遣者の属性を見ると、2006 年 10 月現在の平均年齢は 46.1 歳であった。1993 年
における同様の調査では平均年齢や 41.3 歳であったから、この間に 5 歳ほど着実に加齢しているといえる」（白木三秀､
2012:7）。本論の 4 章 4.2．に、各国の中位年齢を示した表を載せたが、日本の 2000 年当時の中位年齢は 41.5 歳であり、
2010 年は 44.4 歳と次第に加齢していく様相が見える。





れば 60 歳定年で貰う退職金よりも 5 千万円も多くもらえるという計算になるらしい。もと
もとの退職金が 4 千万円であれば 9 千万円を貰える計算になる。








次章の第 7 章では、こうした日本人エクスパトリエイトたちが、快適に「Enjoy Beijing
Life」ができる生活・居住空間があるのかについて、フィールド調査結果を記述し考察する。
また、中国でのお勤めを最後のご奉公と考え、国際ビジネス移住を経験した人々が、ど



































































211 図表 6-6 は Berry(1997:15)から引用した。図表 6-6 は、図表 3-2 の再掲。
203
アウトソーシング)のエージェントの経営者などに聞いていくと、次のような説明モデルが
























なお、筆者が 2013 年調査から日本に帰国したあとに、2000 年前後に中国に事業を立ち上
212 『老子』の 17 章は、本章の 6-5-1 に記述。








































第 4 章 4.1．に示したように、中国経済は急速に成長している。2010 年に日本の GDP を






































































































































































































なお白木三秀(2010)の報告書では、2006 年の駐在派遣者の平均年齢は 46.1 歳であり、派










































































































































































































第 4 章 4.1．にも示したが、「世界各国・地域への外国人訪問者数（2012 年）」で、中国





が中国に来る。中国の在留日本人は 15 万人を超えるようになった。白木三秀（2012 年）




図表 7-1各国の外国人旅行者受入数(2012年上位 40位 単位:百万人)216 図表7-2 中国 GDPと成長率推移217
こうした日本人や外国人の多くが、北京や上海など中国の国際都市に、集中して滞在し
ていると考えられる218。
216 図表 7-1 は図表 4-4 の再掲。日本政府観光局作成。日本は 8,358 人で 33 位。中国を訪れる外国人と比べると 7 分の
1 の規模。http://www.jata-net.or.jp/data/stats/2014/11.html から引用。(2014 年 6 月 13 日アクセス)
217 図は、朝日新聞デジタルサイト、http://www.asahi.com/articles/ASG1N3QXKG1NULFA005.html
(2014 年 1 月 20 日の記事)を引用。
















で、2 人目 3 人目が生まれると、親が届け出ないでそのままになる子ども。地方行政も働き
手が必要などの為、暗黙視することもあるという。こういう子供が 1 億人を超えていると


















し、その後スピンアウトして起業し 50 歳代、60 歳代になっている人の中には、「奥さんは、
中国が好きでなくてね。最近は中国も変わってきたけど、やっぱり住みたくないって別居
してます」といった語りをする人に何人も出会った。









































219 北京の日本人学校の授業料は、月額 1700 元（1 元 13 円換算で 22,100 円、20 円換算で 34,000 円）。この他に寄付
金や行事費用がけっこうかかるらしい。
2014 年に北京から東京に移り住んだある家庭の例では、就学児が 3 人いるが、日本では児童手当が出るなどの社会福
祉プログラムなどが活用できる為、東京に移り住んだことで 15 万円くらい軽減できたという。なお、1 元 13 円の頃は、
衣食住代とも北京の方がはるかに物価が安かったが、北京の物価は鰻上りに高騰し、かつ 1 元 20 円近くまで来たので、





































日本の 30 歳代のサラリーマンであれば、毎月 2 万円近くの健康保険料を支払っている人
が多いだろう。会社が半分補助しているので、毎月 4 万円近く払っている計算になる。
筆者は 1 年間中国に在住したが、その際に海外傷害保険に加入した。全部で 10 万円程度



























本論第 5 章 5.5.2．に記述したが、上海や北京にいると、香港で資産運用をする説明会に
参加する機会に触れる。25 歳の現地採用者が毎月 5 万円貯金すると、年利 9%の運用で 60
歳の時点で毎月 60 万円以上の金額が入るシステムになるという。60 万円あれば東京でもニ
ューヨークでも贅沢に暮らせる。































サイゼリアも 100 店舗を超え、うどんチェーン店の丸亀製麺も 2012 年 3 月に北京に初出店




























では、500 万円で 150 平米のマンションが買えたそうである。そして 3 年後には 3 倍。い
までは 7 千万円の値段が付く。毎月会社からもらう 30 万円、もしくは 50 万円の家賃補助











































221 日本人のマレーシアなどアジア諸国への退職者移住（IRM）は、President-Online(2012 年 1 月 16 日号)でも取り上
げている。http://president.jp/articles/-/8075 (2014 年 9 月 4 日アクセス)
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2013 年の 5 月に、北京にある大学に留学する日本人大学生と中国日本商会（日系企業の
商工会）の幹部の情報交換会に参加した。2013 年の北京の日本人留学生会の掌握している
範囲で、北京大学の本科・院生約 20 名、短期留学生約 150~200 名。清華大学の本科・院
生約 20 名、短期留学生約 200 名。北京語言大学の本科・院生約 20 名、短期留学生約 400
名。北京師範大学の本科・院生約 15 名、短期留学生約 50 名。北京外国語大学の本科・院
生・短期留学生約 100 名。人民大学の本科・院生・短期留学生 30~40 名。北京航空航天大






い」ということが 2010 年 4 月に米国ワシントン・ポスト紙で報道され、社会問題として扱
われた。しかし、中国の北京大学や清華大学などの名門大学の本科・院生に多くの日本人
の学生がいる。本論 5 章 5.5.1．にも記したが、大学間協定の留学生は、「中国へ留学」が
「米国へ留学」を大きく上回っている。














中国は、本章の冒頭で前述し、第 4 章 4.1 でも示したように、「世界各国・地域への外国























筆者のフィールド調査活動は、1 回目は 2009 年から 2010 年にかけて上海・深センで行
なった。2 回目が 2012 年 9 月から 2013 年 2 月にかけて重慶で、続いて 3 回目が 2013 年 2



















































































実際に、中国在住日本人の数が 2012 年から 2013 年にかけて 1 割ほど減っているのが見

















222 図表 7-3 は外務省「海外在留邦人数調査統計 平成 26 年版」p.12 より引用。在中邦人は、平成 24 年で 15 万人が、
平成 26 年で 13.5 万人と 1 割減っている。http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000049149.pdf (2014 年 9 月 4 日アクセス)
223 図表 7-4は JETRO の中国ページより http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/basic_01/ (2014年 9月 4日アクセス)
224 会計事務所のあるスペシャリストの話では、広東省では日系企業の撤退話が急増したという。理由は反日ムードもあ
るが、それ以上に、1978 年以降に外資を強烈に誘引した「来料加工」廃止の法改正、人件費が 4 年で 2 倍になっただけ
でなく、社会保障制度も整い会社負担の保障費も高くつく。中国にいる意味がなくなったということである。
また、2012 年には、1 元 12 円程度だったのが、2014 年には 1 元 20 円近くになり、1.5 倍近くの為替変動が起こっ



































225 こうしたやるせない気持ちや、「これからも中国で頑張る」という在中日本人の気持ちが、『在中日本人 108 人の そ
れでも私たちが中国に住む理由』(2013 年)と『日中関係は本当に最悪なのか―政治対立下の経済発信力』（2014 年）に
共同執筆でまとめられている。また、2011 年 1 月 3 日号で「13 億人市場でチャンスをつかんだ日本人 100 人」の特集






伝播し、100 人を超えるスタッフが無償ボランティアで写真展覧会を 4 会場で開催した。寄付で参加の個人や企業は 745
名＋89 社。東京での開催では心無い日本人の妨害もあったが、写真展の来場者は合計で 1 万人を超えた。
228
化した国際経済社会から、中国の経済発展を支えている226。
今回の日中政府間の外交政治的な対立の中で、ビジネスに Challenge し生活を Enjoy で
きる場を求めて、国の枠組みを超えて生きていこうという意識を強めた“トランス・ナシ
ョナルな日本人”に、フィールド調査で多数出会った。




































































ひとつ目は、本論の第 5 章で中心的に取り扱った、1970 年代以降生れの「70 後（70 后：















世代的には 1970 年以降生まれもいるし、その一世代前の 60 年代生まれ、50 年代生まれも













ていった。白木三秀(2012)には、「1993 年の調査では、海外派遣者は平均 41.3 歳だったが、
2006 年調査では 46.1 歳となった」とあるが、これは年齢が 5 歳違うということを大きく超
える。人生設計（ライフコース）上で、1990 年代の 41 歳が 4-5 年を海外赴任しても、帰
国してまだまだ 60 歳まで 10 年以上働かなくてはならない。退職後の人生など考えない世



































発的に中国に移住して就業を探すことはしないと捉えられる(図表 7-6 の 1)。また、日本国
内で転職をした経験のある人でも、海外旅行や留学、駐在経験などで海外生活を身近に感
じてこなかった人には“転職ならぬ転国”を試みる人は少ないと考えられる(図表 7-6 の 2)。
留学や駐在経験などで中国で就業をした人の中でも、“働きがい”や“自己実現感”が得










あろう。本論第 6 章 6.8 に Swidler の“道具箱(ツールボックス)としての文化”の概念理論
から、日本人エクスパトリエイトたちの“文化の道具箱”に、中国ビジネスを通して得ら
れる“道具(価値規範やビジネス上の行為戦略などの文化)”が追加される柔軟さがなければ、
中国ビジネスに対峙するための“道具”を体得できない(図表 7-6 の 4）。
また、「未知の世界で“チャレンジ”することが嫌い」では、中国ビジネスにストレスば








ないと、本論第 6 章 6.8 の Swidler の“道具箱としての文化”の理論から考察したように、
中国人スタッフや顧客・行政担当官らが持つ“文化（価値規範やビジネス上の行為戦略な
どの文化”が捉えられない。
























































白木三秀（2012 年）の資料によれば、中国には 7 万人の日系企業の駐在派遣者がおり、










































国際移住者として 25 万人は小さくない対象である。日本に在住する中国人は約 68 万人



















つけた名前である。本研究の「第 II 部 事例研究」では、和僑（SIE：Self-Initiated Expatriate）
と駐在派遣者（OAE:Organization-Assigned Expatriates）という 2 種類のタイプの国際移
住者を意識しながら、その異なる部分や共通する部分を記述し考察をしている。
230 外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000017472.pdf を参照引用
236
なお、本研究・本論の著述には、次の時代背景からの問題意識がある。



















ジネスと生活をしている人々」を対象とした。中国研究においては、2001 年の WTO 加盟









こうした研究視座や研究方法は、本論の「第 I 部 理論的背景」の第 1 章から第 3 章に
記述をした。
8.1．４つの“研究の問い”に対する研究の結果
























































































































































































































月収 25 万円近くになる」という。しかし彼は上海で月収 12 万円程度の現地採用でも、ホ
ワイトカラーの職に就きたいという。本研究の日本人のインフォーマントの中には、トヨ
タ、パナソニック、森永乳業、NTT データ、三井住友海上、地方新聞の記者、航空会社な
どの大企業出身者の 20 歳代に、フィールド調査で多数出会ったことを、第 5 章 5.4.3 や 5.5.2
で紹介した。これら企業では 20 代後半ともなれば、手取り 25 万円以上はもらえるだろう
が、中国の語学学校卒業後に月給 1 万元（13 万円程度）と半額で働き始めるものもいる。









移民（Migrants）との比較で認識されていること」を研究の問いとして、SIE に関連する 100 以上の文献にあたって










































Ownership, Amenity-seeking and Seasonal Migration）、リタイヤメント移住が挙げられている。定住でなく一時的な
余暇としても捉えられそうであるが、これらの人々を、“あらたな国際移住者”のカテゴリーとして論考している。事例
研究(地域研究）などは、本論第 2 章 2.4 の注釈を参照。
233 NHKの「クローズアップ現代 成長への人材戦略 どう育てる？攻めの管理職②」(2014年 9月 2日放映)の内容は、



































こうした、1990 年代の発展途上国だった中国(LDC: Less-Developed Country)と、日本
や米国などの先進国(rDC: rich-Developed Country)の中での、上層就業者(Upper Labor
Market)と下層就業者(Lower Labor Market)の二重労働市場論における、移住者の流れを
イメージ図化した(図表 8-1 を参照)。



















図表 8-1 1990 年頃と 2010 年頃の国際移動のイメージ変化235

























いうイメージが生成された。これには、第 7 章 7.3.3 で記述した、中国の一流大学・大学院
































































































































以下に、図表 8-2 に示した「①低学歴移住者(LEM: Lower Educated Migrants）」、「②高
学歴移住者(HEM: Higher Educated Migrants)」、「③自発的エクスパトリエイト(SIE: Self-

















































































た、上述した SIE(③)研究の、Ariss ら(2013,2012)、Berry ら(2012)、Biemann ら(2010)、








経済に貢献する人々」である SIE や OAE とは対比的な国際移住者であると捉えられる。
日本人のライフスタイル移住者に関する事例研究（地域研究）として、加藤恵津子(2009)、



















































































239 図表 7-1 は図表 4-4 の再掲。日本政府観光局作成。日本は 8,358 人で 33 位。中国を訪れる外国人と比べると 7 分の
1 の規模。http://www.jata-net.or.jp/data/stats/2014/11.html から引用。(2014 年 6 月 13 日アクセス)
254
探究することにつながるはずだ。

























は地域によっては 5 年で 3 倍となり、日本と変わらなくなった」、「上海の建築現場で、い















240 NHK の「クローズアップ現代 シリーズ人手不足ショック②」(2014 年 6 月 12 日放映)は、
















源ともなっている。こうした政府の戦略的な試みが功を奏し、一人当たり GDP は 55,182
米ドル（2013 年、IMF の報告）で世界 8 位となり、日本の 38,468 米ドル(世界 24 位)や英













ショナルな活動によって、一人当たり GDP53,001 米ドル(世界 9 位)を保っているのである。
図表 8-4 は、2009 年と 2055 年の日本の人口構成の比較図である。2055 年になると一番
人口が多いのが 80-85 歳の階層世代だということがわかる。日本国内では少子高齢化問題
を、もう何十年もあれこれと議論をしているが、議論ばかりの何十年が過ぎてしまった。
1988 年から 2000 年までの約 10 年間は、日本の一人当たり GDP は世界 3 位(為替計算ベー
ス)242であったが、2013 年には 24 位になっている。過去には豊かであった日本と日本人の
生活は、非常に多くの国々に抜き去られたと言わざるをえない。
図表 8-4 の状態になるのは確実である。現代の日本女性が子どもを平均 3 人産むように
なることは考えられない。「子どもの教育費が大変」、「年老いた両親の介護に将来が追われ
る」など、子どもを産まない理由がたくさん聞こえてくる。




(2014 年 9 月 5 日ｱｸｾｽ)
242 社会実情データ図録のサイトを参照。http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/4542.html (2014 年 12 月 9 日ｱｸｾｽ)
256
して、かつて日本が世界に誇ってきた、医療健康保険制度や国民皆年金制度が崩壊する。




















年代には「生産年齢人口(15 歳～64 歳)8 人に対して、高齢人口(65 歳以上)1 人」という人
口構成であったが、これが 2010 年には生産年齢人口 2.8 人に高齢人口 1 人となった。2020
年にはこの比率が 2 人に 1 人となり、2055 年には 1.3 人に 1 人となる。実際には、15 歳以
上でも高校進学や大学・大学院に進学する者は生産年齢人口から除外して考えるべきであ
り、64 歳に満たなくても体を壊して働けない人もいる。生産年齢人口であっても女性の中
243 図表 8-4 は、月間アドホック通信のサイトより引用。http://adhoc.jp/kaiseki/200905.html (2014 年 12 月 3 日ｱｸｾｽ)
257
には、さまざまな家庭事情などで外で働いて所得を得ていない女性も多数いる。こうした
状況を鑑みれば、2055 年の数値は 1.3 人に 1 人という比率でなく、もっと深刻なものにな



































の外国人旅行者受入数(2012 年) には、BRICS や Next11 などの新興国(地域)が多数ラン
ク・インしている。たとえば、日本(33 位:840 万人)に対して、中国(3 位:5,770 万人)、マレ
ーシア(10 位:2,500 万人)、香港(12 位:2,380 万人)、メキシコ(13 位:2,310 万人)、タイ(15
位:2,240 万人)、サウジアラビア(18 位:1,370 万人)、エジプト(22 位:1,120 万人)、韓国(23
位:1,100 万人)、シンガポール(25 位:1,040 万人)、アラブ首長国連邦(30 位:900 万人)、イン




ール(4 位)、台湾(7 位)、カタール(10 位)、マレーシア(14 位)、韓国(22 位)、中国(23 位)が






























































































参考文献リスト１では、おもに本論の第 1 章から第 4 章で参照・引用した、国際移住研
究や異文化社会適応、ならびに本研究のフィールド（歴史ならびに文化・制度の規範）に
関する参考文献を記す。
後述の参考文献リスト２には、本論の第 5 章から第 7 章で対象とした、中国へ移住した
日本人たちの書籍やブログなどの一次データ的な文献を後記する。
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が作られ放映されるようになった。読売新聞では 2011年 1月 3日からの正月連続企画で「踏
み出すとニッポンが見えた」、毎日新聞でも 2011年 2月 15日からの連続企画で「昇龍との
共存」（中国との共存）が特集された。2011年 1月 17日放映の NHK「クローズアップ現






























































214 世界華商大会の参加人数は、人民網日本語版 http://j.people.com.cn/94476/8159710.html を参照。和僑世界大会
の参加人数は、NHK News WEB http://archive.today/kc3o7#selection-33.0-33.18 を参照した。NHKによれば、アジ











































































和僑の風に乗れ 世界のはてまで 日本を拡げよう 和僑となり拡げよう
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